平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	新緑会

	議員名
	羽立秀光、早坂博

	調査実施年月日
	平成２４年１０月２４日（水）

	調査先　自治体名等
	山口県下関市

	調査項目
	1． 下関市認定新商品随意契約制度について
2． あきんど活性化支援事業について

	調査目的
	1． 下関市認定新商品随意契約制度の現状と成果等について調査を行い、本市の取り組み可能かどうかについて調査

2． あきんど活性化支援事業の具体的制度内容と課題等について検証

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：２８１，１２３人（Ｈ２４．８末現在）　行政面積：７１６．０６ｋ㎡

２　視察内容

①下関市認定新商品随意契約制度について
下関市では、平成１８年度に市内中小企業が開発した新商品を市が随意契約で調達できる制度を創設。新商品開発・新事業分野開拓への意欲向上、市内産業の活性化される効果を狙いとしている。対象となるものは物品のみで、これまでに、パソコン周辺機器や化学製品など様々な分野で新商品が開発され随意契約でこれまでに約１５０万円の購入実績がある。

②あきんど活性化支援事業について

市内の空き店舗において、小売、飲食、サービス業を起業する事業者等を対象に、商工会議所、商工会と連携し、資金面、経営面でのサポートを行い、スムーズな事業展開ができることを目的に平成１４年度から実施。市は、家賃補助（最大限度額３０万円）や店舗改装補助（最大限度額４０万円）を行い、平成２３年度は約６００万円の実績。事業者等の決定には、市、商工会議所、商店街連合会などで組織する「あきんど活性化審査会」を設置し選定。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	①下関市認定新商品随意契約制度について

現状では応募件数が少なく制度の見直しが検討されているとのことであるが、本市においても、市内の中小企業で様々な新商品の開発が行われており、中小企業支援にもつながるなど「ものづくり」を標榜している本市でぜひ導入を検討すべき興味深い取り組みであると感じた。
②あきんど活性化支援事業について
同事業は、単なる空き店舗の穴埋めを目的としておらず、対象となる空き店舗がどのような業種・入居者がより効果的で、商店街の魅力向上につながるかを関係機関が連携して検討を重ねたうえで補助を行っており、単なる補助では終わらせない工夫が施されており、注目すべき取り組みだと感じた。さらに、制度をより実態に合わせ短いスパンで見直しを行っていることや平成２５年度は予算の増額を検討するなど、下関市の商店街活性化への意気込みを強く感じ、本市でも同様の取り組みが必要であると強く感じた。


